
マネーのまなび ■増やす＆得する

初心者、
ロボアドで積み立て投資をする主な流れ

口

利用者に年齢や資産運用の目的などを質問 ）
 

（
 

運用する資産の配分を決定 ）
 

（ 投信などを購入 ）
運用状況に応じて資産の配分を変更

（注）投資一任型の場合

ロボアドは大きく2種類

「 投資一任型 l 
•設定後は原則自動で取引

•リバランスにも自動対応

•手数料は比較的高い

サー ピス
おまかせNISA

新NISAに対応したロボアド商品の例

投信工房
（成長投資コース）

ウェルスナビ

投資一任型

0.693~0.733% 

囁ー
つみたて投資枠と
成長投資枠を使い
分ける

（注）手徴料はおまかせNISAが自動積み立てのみの試算、おまかせNISAとSUSTEN
は一部割引がある、投信工房はロポアドが提案するモデル通りに購入する場合

月 1万円～

r 
アドバイス型 l 

•利用者が購入手続き

•リバランスは利用者がする

•手数料が比較的安い。無料も

SUSTEN 

susten 
キャピタル ・

マネジメント

投資一任型

0.08~0.3% 

月 1万円～

自社で運用する投
信を活用。非課税枠
を自動で節約

松井証券

アドバイス型

0.15~0.16% 

1回100円～

成長投資枠向けで
運用コストの低い
投信を提案

ボア ドで分散投資

NISA 
対
応
の
投
信・
E
T
F
を
活
用

1
月
か
ら
新
た
な
少
額
投
資
非
課
税

制
度
（
N
I
S
A)
が
始
ま
っ

た 。
こ

れ
を
機
に
資
産
運
用
を
始
め
よ
う
と
考

え
る
人
は
多
い
だ
ろ
う 。
一
方
で
投
資

初
心
者
や
多
忙
な
人
は
商
品
選
び
や
資

産
の
管
理
な
ど
を
負
担
に
感
じ
や
す

い 。
時
間
や
手
間
を
節
約
す
る
な
ら
ロ

ボ
ッ
ト
ア
ド

バ
イ
ザ
ー

（
ロ
ボ
ア
ド）

を
利
用
す
る
の
も一
案
だ 。

千
葉
県
に
住
む
会
社
員
の
男
性
(

32
)

は
現
在 、
ロ
ボ
ア
ド

の
活
用
を
検
討
し

て
い
る 。
2
0
2
3
年
か
ら
投
資
信
託

な
ど
の
購
入
を
始
め 、
含
み
益
は
膨
ら

ん
で
い
る 。
だ
が
「
適
切
な
資
産
配
分

を
維
持
す
る
の
は
面
倒」
と
感
じ
て
い

る
た
め
だ 。

ロ
ボ
ア
ド
は
手
間
を
掛
け
ず
に
分
散

投
資
が
で
き
る
サ
ー
ビ
ス
だ 。
長
期
の

資
産
運
用
で
は
国
内
外
の
株
式
や
債

券 、
不
動
産 、
金
（
ゴ
ー

ル
ド）
と
い

っ
た
様
々
な
資
産
に
投
資
す
る
こ
と
が

望
ま
し
い
と
さ
れ
る 。
ロ
ボ
ア
ド
は
利

用
者
の
年
齢
や
リ
ス
ク
許
容
度
な
ど
の

情
報
を
基
に 、
そ
の
人
に
合
う
資
産
の

配
分
を
提
案 。
積
み
立
て
投
資
と
組
み

合
わ
せ
る
な
ど
し 、
着
実
な
運
用
成
績

を
目
指
す 。

サ
ー
ビ
ス
は
大
き
く
「
ア
ド

バ
イ
ス

型」
と
「
投
資一
任
型」
に
分
か
れ
る 。

ア
ド

バ
イ
ス
型
は
ロ
ボ
ア
ド

が
資
産
配

分
を
提
案
し 、
利
用
者
は
そ
れ
を
基
に

自
分
で
投
信
や
上
場
投
資
信
託
(
E
T

F
)

の
購
入
を
す
る 。

投
資一
任
型
は
ロ
ボ
ア
ド

の
提
案
を

踏
ま
え
て
資
産
配
分
を
決
め
る
と 、
そ

の
方
針
に
沿
っ

て
投
信
や
E
T
F
な
ど

を
自
動
的
に
買
い
付
け
る 。
定
期
的
に

運
用
す
る
資
産
の
値
動
き
を
確
認 。「
時

価」
が
基
準
と
す
る
配
分
か
ら
大
き
く

外
れ
た
場
合
に
は 、
値
上
が
り
し
た
資

産
を
売
っ

て
値
下
が
り
し
た
資
産
を
買

ぅ
「
リ
バ
ラ
ン
ス」
も
す
る 。

最
近
は
N
I
S
A
に
対
応
す
る
ロ
ボ

ア
ド

が
増
え
て
い
る 。
新
N
I
S
A
に

は
「
つ
み
た
て
投
資
枠」
と
「
成
長
投

資
枠」
の
2
つ
の
投
資
枠
が
あ
り 、
そ

れ
ぞ
れ
運
用
で
き
る
投
信
や
E
T
F
が

決
ま
っ

て
い
る 。
ロ
ボ
ア
ド
は
対
応
す

る
商
品
を
前
提
に
提
案
や
運
用
を
す

る 。
投
資
枠
の
上
限
な
ど
N
I
S
A
特

有
の
ル
ー

ル
に
も
対
応
す
る 。

ウ
ェ

ル
ス
ナ
ビ
の
「
お
ま
か
せ
N
I

S
A」
は
投
資一
任
型
で 、
リ
ス
ク
許

容
度
の
異
な
る
5
種
類
の
資
産
配
分
パ

タ
ー
ン
の
中
か
ら
提
案
を
す
る 。
積
み

立
て
投
資
を
す
る
場
合
は
通
常 、
つ
み

た
て
投
資
枠
で
株
の
E
T
F
を
買
い 、

成
長
投
資
枠
で
は
日
本
株
や
債
券 、
不

動
産
な
ど
を
含
む
幅
広
い
資
産
の
E
T

F
を
運
用
す
る 。

定
期
的
に
資
産
の
状
況
を
確
認
し 、

必
要
に
応
じ
て
リ
バ
ラ
ン
ス
を
す
る 。

基
本
的
に
は
値
上
が
り
し
た
資
産
の
購

入
を
減
ら
す
な
ど 、
買
い
付
け
る
資
産

の
内
容
を
変
更
し
て
調
整
す
る
が 、
運

用
中
の
資
産
を
売
却
も
す
る
こ
と
も
あ

る 。
投
資
額
が
多
く
成
長
投
資
枠
が
上

限
に
達
し
た
場
合
に
は 、
課
税
口
座
と

つ
み
た
て
投
資
枠
を
使
い
分
け
る 。

s
u
s
t
e
n
キ
ャ
ピ
タ
ル
・

マ
ネ

ジ
メ
ン
ト

の
「
S
U
S
T
E
N」
も
投

資一
任
型
で 、
同
社
が
運
用
す
る
投
信

を
活
用
す
る 。
資
産
の
配
分
を
自
動
で

調
整
す
る
ほ
か 、
投
資
枠
を
節
約
す
る

機
能
も
あ
る 。
価
格
が
下
が
っ

た
資
産

を
い
っ

た
ん
売
却
し
て
買
い
直
し 、
翌

年
に
差
額
分
の
生
涯
投
資
枠
を
復
活
さ

せ
る 。
年
間
の
投
資
枠
を
使
い
切
っ

た

と
き
は
課
税
口
座
で
投
信
を
購
入 。
翌

年
に
そ
の
投
信
を
売
却
す
る
と
同
時
に

N
I
S
A
の
投
資
枠
で
買
い
直
し 、
実

質
的
に
N
I
S
A
口
座
に
移
す
こ
と
も

で
き
る 。

投
資一
任
型
は
取
引
の
手
間
が
か
か

ら
な
い
の
が
強
み
だ 。
た
だ
し
自
分
で

低
コ
ス
ト

の
投
信
を
運
用
す
る
の
に
比

べ
て
手
数
料
が
膨
ら
み
や
す
い 。
お
ま

か
せ
N
I
S
A
で
積
み
立
て
を
す
る
場

合
の
手
数
料
は
運
用
す
る
資
産
額
に
対

し
最
大
年
率
1
.

1
％
で 、
通
常
の
積

み
立
て
で
の
試
算
値
は
年
率
0
.
6
9

3
ー

0
.
7
3
3
% 。
S
U
S
T
E
N

は
年
率
0
.

08
ー
0
.
3
％
で 、
N
I

S
A
口
座
以
外
の
資
産
に
つ
い
て
は 、

運
用
が
好
調
な
場
合
に
別
途
「
成
功
報

酬」
が
か
か
る
こ
と
が
あ
る 。

ア
ド

バ
イ
ス
型
は
自
動
運
用
の
機
能

が
な
い
分 、
安
く
使
え
る
こ
と
が
多
い 。

松
井
証
券
の
「
投
信
工
房」
で
は
新
N

I
S
A
で
購
入
で
き
る
投
信
な
ど
を
無

料
で
提
案
す
る 。
利
用
者
が
助
言
通
り

の
投
信
を
購
入
し
た
場
合 、
投
信
を
保

有
す
る
間
に
か
か
る
信
託
報
酬
は
最
大

年
0
.
16
％
と
い
う 。

ロ
ボ
ア
ド

の
具
体
的
な
運
用
内
容
は

サ
ー
ビ
ス
で
異
な
り 、
運
用
成
績
に
も

開
き
が
あ
る 。
フ
ァ

イ
ナ
ン
シ
ャ

ル
プ

ラ
ン
ナ
ー

の
高
橋
忠
寛
氏
は
ロ
ボ
ア
ド

に
つ
い
て
「
資
産
運
用
の
第一
歩
で
資

金
を
入
れ
る
だ
け
な
の
は
メ
リ
ッ
ト」

と
評
価
す
る 。
そ
の
う
え
で
長
期
で
利

用
す
る
場
合
に
は
「
手
数
料
に
見
合
う

価
値
が
あ
る
か
の
点
検
が
必
要」
と
話

し
て
い
る 。

（
安
田
龍
也）

掲載日叩叫年01月20日日本経済新聞 朝刊021ページ©日本経済新聞社無断複製転載を禁止します。

許諾番号30097213　日本経済新聞社が記事利用を許諾しています。


